
表１２－１　　働き方改革関連法（時間外労働の上限規制）

＜業種別＞

知っている 一部を知っている 聞いたことがある

92 2 1 1 0 90 81 50 19 12 9 90 32 15 33 10
50.0％ 50.0％ 0.0％ 90.0％ 55.6％ 21.1％ 13.3％ 10.0％ 35.6％ 16.7％ 36.7％ 11.1％ 

42 1 1 0 0 41 36 21 9 6 5 41 20 4 12 5
100.0％ 0.0％ 0.0％ 87.8％ 51.2％ 22.0％ 14.6％ 12.2％ 48.8％ 9.8％ 29.3％ 12.2％ 

11 1 1 0 0 10 10 8 0 2 0 10 6 0 3 1
100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 80.0％ 0.0％ 20.0％ 0.0％ 60.0％ 0.0％ 30.0％ 10.0％ 

18 1 0 1 0 17 17 11 3 3 0 17 6 5 6 0
0.0％ 100.0％ 0.0％ 100.0％ 64.7％ 17.6％ 17.6％ 0.0％ 35.3％ 29.4％ 35.3％ 0.0％ 

61 6 6 0 0 55 46 32 6 8 9 54 25 2 13 14
100.0％ 0.0％ 0.0％ 83.6％ 58.2％ 10.9％ 14.5％ 16.4％ 46.3％ 3.7％ 24.1％ 25.9％ 

19 4 4 0 0 15 15 11 3 1 0 15 7 4 3 1
100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 73.3％ 20.0％ 6.7％ 0.0％ 46.7％ 26.7％ 20.0％ 6.7％ 

8 0 0 0 0 8 4 1 2 1 4 8 1 0 0 7
--- --- --- 50.0％ 12.5％ 25.0％ 12.5％ 50.0％ 12.5％ 0.0％ 0.0％ 87.5％ 

17 0 0 0 0 17 16 13 2 1 1 17 9 3 3 2
--- --- --- 94.1％ 76.5％ 11.8％ 5.9％ 5.9％ 52.9％ 17.6％ 17.6％ 11.8％ 

19 1 1 0 0 18 15 8 4 3 3 18 7 3 4 4
100.0％ 0.0％ 0.0％ 83.3％ 44.4％ 22.2％ 16.7％ 16.7％ 38.9％ 16.7％ 22.2％ 22.2％ 

10 0 0 0 0 10 10 8 1 1 0 10 5 1 4 0
--- --- --- 100.0％ 80.0％ 10.0％ 10.0％ 0.0％ 50.0％ 10.0％ 40.0％ 0.0％ 

23 5 5 0 0 18 16 9 6 1 2 18 7 5 5 1
100.0％ 0.0％ 0.0％ 88.9％ 50.0％ 33.3％ 5.6％ 11.1％ 38.9％ 27.8％ 27.8％ 5.6％ 

62 6 5 1 0 56 53 38 6 9 3 55 36 1 14 4
83.3％ 16.7％ 0.0％ 94.6％ 67.9％ 10.7％ 16.1％ 5.4％ 65.5％ 1.8％ 25.5％ 7.3％ 

53 2 2 0 0 51 46 30 8 8 5 50 24 4 12 10
100.0％ 0.0％ 0.0％ 90.2％ 58.8％ 15.7％ 15.7％ 9.8％ 48.0％ 8.0％ 24.0％ 20.0％ 

435 29 26 3 0 406 365 240 69 56 41 403 185 47 112 59
89.7％ 10.3％ 0.0％ 89.9％ 59.1％ 17.0％ 13.8％ 10.1％ 45.9％ 11.7％ 27.8％ 14.6％ 

＜規模別＞

知っている 一部を知っている 聞いたことがある

114 0 0 0 0 114 94 55 22 17 20 113 49 14 24 26
--- --- --- 82.5％ 48.2％ 19.3％ 14.9％ 17.5％ 43.4％ 12.4％ 21.2％ 23.0％ 

168 0 0 0 0 168 150 85 33 32 18 167 74 20 50 23
--- --- --- 89.3％ 50.6％ 19.6％ 19.0％ 10.7％ 44.3％ 12.0％ 29.9％ 13.8％ 

90 1 1 0 0 89 86 66 13 7 3 88 40 9 30 9
100.0％ 0.0％ 0.0％ 96.6％ 74.2％ 14.6％ 7.9％ 3.4％ 45.5％ 10.2％ 34.1％ 10.2％ 

48 13 13 0 0 35 35 34 1 0 0 35 22 4 8 1
100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 97.1％ 2.9％ 0.0％ 0.0％ 62.9％ 11.4％ 22.9％ 2.9％ 

15 15 12 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
80.0％ 20.0％ 0.0％ --- --- --- --- --- --- --- --- ---

435 29 26 3 0 406 365 240 69 56 41 403 185 47 112 59
89.7％ 10.3％ 0.0％ 89.9％ 59.1％ 17.0％ 13.8％ 10.1％ 45.9％ 11.7％ 27.8％ 14.6％ 

時 間 外 労 働 上 限 規 制 に つ い て （ 中 小 企 業 ） 上 限 規制 に対 す る 対応 に つ いて （ 中 小企業 ）

回答事業所数
（大企業）

対応している 今後対応予定 対応していない
回答事業所数
（中小企業）

知 っ て い る 回答事業所数
（中小企業）

対応している
一部対応して

いる
今後対応する
予定である

対応していな
い

上限規制 に対 す る 対応 に つ いて （ 中 小企業 ）時間外労働上限規制について（大企業）

対応している 今後対応予定 対応していない
回答事業所数
（大企業）

時 間 外 労 働 上 限 規 制 に つ い て （ 中 小 企 業 ）

回答事業所数
（中小企業）

知 っ て い る
知らない

回答事業所数
（中小企業）

対応している
一部対応して

いる
今後対応する
予定である

対応していな
い

教育、学習支援業

建　設　業

製　造　業

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

卸　売　業
小　売　業

生活関連サービス業､
娯　楽　業

区 分

金　融　業
保　険　業

不動産業、
物品賃貸業

学術研究、
専門・技術サービス業

宿泊業、飲食
サービス業

上　段：事業所数
下　段：有効回答に対する割合
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計

有効回答
事業所数

（大企業＋中
小企業計）

有効回答
事業所数

（大企業＋中
小企業計）

５～９人

10～29人

30～99人

100～299人

300人以上

医療、福祉

サービス業

計

区 分
知らない

時間外労働上限規制について（大企業）



表１２－２　　働き方改革関連法（同一労働同一賃金）

＜業種別＞

知っている 一部知っている 聞いたことがある

92 78 44 18 16 14 90 26 11 33 20
84.8％ 47.8％ 19.6％ 17.4％ 15.2％ 28.9％ 12.2％ 36.7％ 22.2％ 

42 38 20 10 8 4 42 9 3 12 18
90.5％ 47.6％ 23.8％ 19.0％ 9.5％ 21.4％ 7.1％ 28.6％ 42.9％ 

11 10 8 1 1 1 11 6 1 2 2
90.9％ 72.7％ 9.1％ 9.1％ 9.1％ 54.5％ 9.1％ 18.2％ 18.2％ 

17 16 7 5 4 1 18 3 3 7 5
94.1％ 41.2％ 29.4％ 23.5％ 5.9％ 16.7％ 16.7％ 38.9％ 27.8％ 

60 49 36 5 8 11 59 15 8 17 19
81.7％ 60.0％ 8.3％ 13.3％ 18.3％ 25.4％ 13.6％ 28.8％ 32.2％ 

19 19 10 5 4 0 19 6 3 5 5
100.0％ 52.6％ 26.3％ 21.1％ 0.0％ 31.6％ 15.8％ 26.3％ 26.3％ 

8 5 3 0 2 3 8 2 0 1 5
62.5％ 37.5％ 0.0％ 25.0％ 37.5％ 25.0％ 0.0％ 12.5％ 62.5％ 

17 16 11 2 3 1 17 1 2 8 6
94.1％ 64.7％ 11.8％ 17.6％ 5.9％ 5.9％ 11.8％ 47.1％ 35.3％ 

19 15 8 3 4 4 19 2 3 10 4
78.9％ 42.1％ 15.8％ 21.1％ 21.1％ 10.5％ 15.8％ 52.6％ 21.1％ 

10 10 8 1 1 0 10 2 3 5 0
100.0％ 80.0％ 10.0％ 10.0％ 0.0％ 20.0％ 30.0％ 50.0％ 0.0％ 

23 20 13 3 4 3 23 3 4 14 2
87.0％ 56.5％ 13.0％ 17.4％ 13.0％ 13.0％ 17.4％ 60.9％ 8.7％ 

61 58 34 14 10 3 61 15 11 26 9
95.1％ 55.7％ 23.0％ 16.4％ 4.9％ 24.6％ 18.0％ 42.6％ 14.8％ 

52 44 28 7 9 8 51 16 4 14 17
84.6％ 53.8％ 13.5％ 17.3％ 15.4％ 31.4％ 7.8％ 27.5％ 33.3％ 

431 378 230 74 74 53 428 106 56 154 112
87.7％ 53.4％ 17.2％ 17.2％ 12.3％ 24.8％ 13.1％ 36.0％ 26.2％ 

＜規模別＞

知っている 一部知っている 聞いたことがある

111 81 43 19 19 30 111 28 14 24 45
73.0％ 38.7％ 17.1％ 17.1％ 27.0％ 25.2％ 12.6％ 21.6％ 40.5％ 

166 145 74 34 37 21 164 46 19 53 46
87.3％ 44.6％ 20.5％ 22.3％ 12.7％ 28.0％ 11.6％ 32.3％ 28.0％ 

91 89 58 15 16 2 90 20 14 40 16
97.8％ 63.7％ 16.5％ 17.6％ 2.2％ 22.2％ 15.6％ 44.4％ 17.8％ 

48 48 44 3 1 0 48 10 7 27 4
100.0％ 91.7％ 6.3％ 2.1％ 0.0％ 20.8％ 14.6％ 56.3％ 8.3％ 

15 15 11 3 1 0 15 2 2 10 1
100.0％ 73.3％ 20.0％ 6.7％ 0.0％ 13.3％ 13.3％ 66.7％ 6.7％ 

431 378 230 74 74 53 428 106 56 154 112
87.7％ 53.4％ 17.2％ 17.2％ 12.3％ 24.8％ 13.1％ 36.0％ 26.2％ 

一部対応して
いる

上　段：事業所数
下　段：有効回答に対する割合

金　融　業
保　険　業

今後対応予定
である

対応していない

建　設　業

製　造　業

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

卸　売　業
小　売　業

有効回答
事業所数

対 応 状 況 に つ い て

区 分
有効回答
事業所数

制 度 に つ い て

知 っ て い る
知らない 対応している

不動産業、
物品賃貸業

学術研究、
専門・技術サービス業
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宿泊業、飲食
サービス業

生活関連サービス業､
娯　楽　業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業

計

区 分
有効回答
事業所数

有効回答
事業所数

対 応 状 況 に つ い て

知 っ て い る
知らない 対応している

一部対応して
いる

今後対応予定
である

対応していない

制 度 に つ い て

300人以上

計

５～９人

10～29人

30～99人

100～299人



表１２－３　　働き方改革関連法（年次有給休暇の取得義務化）

＜業種別＞

92 80 7 5 92 65 21 6
87.0％ 7.6％ 5.4％ 70.7％ 22.8％ 6.5％ 

42 34 7 1 42 29 7 6
81.0％ 16.7％ 2.4％ 69.0％ 16.7％ 14.3％ 

11 10 0 1 11 8 1 2
90.9％ 0.0％ 9.1％ 72.7％ 9.1％ 18.2％ 

18 15 3 0 18 14 3 1
83.3％ 16.7％ 0.0％ 77.8％ 16.7％ 5.6％ 

62 49 7 6 62 41 12 9
79.0％ 11.3％ 9.7％ 66.1％ 19.4％ 14.5％ 

19 18 1 0 18 17 1 0
94.7％ 5.3％ 0.0％ 94.4％ 5.6％ 0.0％ 

8 7 0 1 8 5 2 1
87.5％ 0.0％ 12.5％ 62.5％ 25.0％ 12.5％ 

17 15 2 0 17 11 5 1
88.2％ 11.8％ 0.0％ 64.7％ 29.4％ 5.9％ 

19 13 3 3 19 10 7 2
68.4％ 15.8％ 15.8％ 52.6％ 36.8％ 10.5％ 

10 10 0 0 10 10 0 0
100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 

23 22 0 1 23 19 4 0
95.7％ 0.0％ 4.3％ 82.6％ 17.4％ 0.0％ 

63 59 2 2 63 52 9 2
93.7％ 3.2％ 3.2％ 82.5％ 14.3％ 3.2％ 

53 48 5 0 53 33 18 2
90.6％ 9.4％ 0.0％ 62.3％ 34.0％ 3.8％ 

437 380 37 20 436 314 90 32
87.0％ 8.5％ 4.6％ 72.0％ 20.6％ 7.3％ 

＜規模別＞

115 90 14 11 115 66 33 16
78.3％ 12.2％ 9.6％ 57.4％ 28.7％ 13.9％ 

168 137 22 9 168 108 47 13
81.5％ 13.1％ 5.4％ 64.3％ 28.0％ 7.7％ 

91 90 1 0 90 81 6 3
98.9％ 1.1％ 0.0％ 90.0％ 6.7％ 3.3％ 

48 48 0 0 48 44 4 0
100.0％ 0.0％ 0.0％ 91.7％ 8.3％ 0.0％ 

15 15 0 0 15 15 0 0
100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 

437 380 37 20 436 314 90 32
87.0％ 8.5％ 4.6％ 72.0％ 20.6％ 7.3％ 

区 分
有効回答
事業所数 対応している

今後対応予定
である

対応していない知っている 聞いたことがある 知らない

制 度 に つ い て

金　融　業
保　険　業

建　設　業

製　造　業

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

卸　売　業
小　売　業

不動産業、
物品賃貸業

学術研究、
専門・技術サービス業
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宿泊業、飲食
サービス業

生活関連サービス業､
娯　楽　業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業

計

区 分
有効回答
事業所数

300人以上

計

５～９人

10～29人

30～99人

100～299人

上　段：事業所数
下　段：有効回答に対する割合

有効回答
事業所数

対 応 状 況 に つ い て

有効回答
事業所数

制 度 に つ い て

知っている 聞いたことがある 知らない

対 応 状 況 に つ い て

対応している
今後対応予定

である
対応していない



表１２－４　　働き方改革関連法（行政に求める支援）

＜業種別＞

111 29 2 27 11 37 5
26.1％ 1.8％ 24.3％ 9.9％ 33.3％ 4.5％ 

47 8 0 10 6 23 0
17.0％ 0.0％ 21.3％ 12.8％ 48.9％ 0.0％ 

11 1 0 4 0 6 0
9.1％ 0.0％ 36.4％ 0.0％ 54.5％ 0.0％ 

20 3 2 4 2 8 1
15.0％ 10.0％ 20.0％ 10.0％ 40.0％ 5.0％ 

66 12 1 13 5 34 1
18.2％ 1.5％ 19.7％ 7.6％ 51.5％ 1.5％ 

24 5 2 7 3 7 0
20.8％ 8.3％ 29.2％ 12.5％ 29.2％ 0.0％ 

8 0 0 1 1 5 1
0.0％ 0.0％ 12.5％ 12.5％ 62.5％ 12.5％ 

23 4 2 8 1 8 0
17.4％ 8.7％ 34.8％ 4.3％ 34.8％ 0.0％ 

24 5 2 6 3 8 0
20.8％ 8.3％ 25.0％ 12.5％ 33.3％ 0.0％ 

11 4 0 3 1 3 0
36.4％ 0.0％ 27.3％ 9.1％ 27.3％ 0.0％ 

31 3 5 13 2 6 2
9.7％ 16.1％ 41.9％ 6.5％ 19.4％ 6.5％ 

76 16 5 20 6 28 1
21.1％ 6.6％ 26.3％ 7.9％ 36.8％ 1.3％ 

68 14 2 14 4 30 4
20.6％ 2.9％ 20.6％ 5.9％ 44.1％ 5.9％ 

520 104 23 130 45 203 15
20.0％ 4.4％ 25.0％ 8.7％ 39.0％ 2.9％ 

＜規模別＞

129 18 3 27 8 69 4
14.0％ 2.3％ 20.9％ 6.2％ 53.5％ 3.1％ 

190 35 5 45 17 78 10
18.4％ 2.6％ 23.7％ 8.9％ 41.1％ 5.3％ 

115 26 7 32 11 38 1
22.6％ 6.1％ 27.8％ 9.6％ 33.0％ 0.9％ 

64 17 6 19 8 14 0
26.6％ 9.4％ 29.7％ 12.5％ 21.9％ 0.0％ 

22 8 2 7 1 4 0
36.4％ 9.1％ 31.8％ 4.5％ 18.2％ 0.0％ 

520 104 23 130 45 203 15
20.0％ 4.4％ 25.0％ 8.7％ 39.0％ 2.9％ 

区 分
有効回答
事業所数 特になし その他

行 政 に 求 め る 支 援

セミナー・研修会の開催 専門家の派遣
参考となる取組事例など

の情報提供

金　融　業
保　険　業

建　設　業

製　造　業

情報通信業

運　輸　業
郵　便　業

卸　売　業
小　売　業

不動産業、
物品賃貸業

学術研究、
専門・技術サービス業
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宿泊業、飲食
サービス業

生活関連サービス業､
娯　楽　業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業

計

区 分
有効回答
事業所数

300人以上

計

５～９人

10～29人

30～99人

100～299人

上　段：事業所数
下　段：有効回答に対する割合

相談窓口

行 政 に 求 め る 支 援

セミナー・研修会の開催 専門家の派遣
参考となる取組事例など

の情報提供
相談窓口 特になし その他


